
セ ミ ナ ー の 情 報 ・ お 申 し 込 み は
http://www.nikkei-nbs.com/nbs/ 主催／日本経済新聞社

関係の部・課へご回覧ください。

セミナーのねらいとプログラム

カジノを含む統合型リゾート（ＩＲ）

制度、ビジネスチャンスと法的・社会的課題

日時／2014年3月17日（月）13:30～17:00
（開場13:00）
会場／日本経済新聞社 日経ビル６階「日経・大手町セミナールーム １」

（日経カンファレンス＆セミナールーム内）
東京都千代田区大手町1-3-7　TEL　03-3270-0251（代表）
受講料／一般 28,350円　　ＮＢＳ会員 24,150円
（消費税を含む）

第183国会において超党派議員連盟である国際観光推進議員連盟は、通称ＩＲ推進法案と呼ばれるカジノを含む統合型リゾート（ＩＲ）
を実現する制度的枠組みを実現する法案を上程し、本年の通常国会においてその実現が確実視されています。十数年にわたり立法府によ
るイニシアチブにより構築された制度の基本は「主務省庁に利権を付与し省庁に規制を委ねるという単純な認可行政ではない新たな規制の
枠組みにより民設民営のカジノを設置する」という考えになっています。

カジノを認める新たな制度的枠組みとは何か、この法案の背景、経緯、目的、内容、また今後議論されるべき論点とともに、その考え方
の斬新性とアプローチ手法、効果やビジネスチャンスにつき、国会議員とともに制度設計に参加した超党派議連のアドバイザーと立法政策
に通暁した若手弁護士が詳説します。

質疑応答の時間も設けます。

 1 立法府におけるカジノ検討の過去の経緯
・10数年にわたる立法府での検討の経緯、関連省庁との協
議の経緯

・制度の基本的な枠組みはいかなる考え方から構成されたか
・我が国（公営）賭博法制・遊技法制（風営適化法）の基
本的な考えと問題点・根本的な課題（旧態依然とした前世
紀の遺物）

・先進諸外国におけるカジノ規制と制度のあり方（良い事例と
悪い事例、参考にすべき国と全く参考にならない国）
・我が国カジノ法制制度設計に関する基本的な考え方（既存
の制度的枠組みに拘泥しない新しい時代における賭博法制
のあり方）

 2 法制定の狙いと目的
・成長戦略の一環としてのカジノを含む統合型リゾートの実現
（観光振興、地域振興、地域再開発、雇用増、税収増）、
新たなエンターテイメント産業の認知と育成

・想定される経済効果、本邦企業にとってのビジネスチャンス（実
現すれば我が国最大の商業施設の民間投資による実現）

・２段階よる制度創出（目的、狙い：なぜかかるアプローチを
とったのか、その背景と理由？）

 3 ＩＲ推進法案とは何か？
ＩＲ実施法に関する基本的な考え方とは何か？

・ＩＲ推進法案の内容詳細解説（ＩＲ推進法とは何か、何
が起こるか）
・ＩＲ実施法案の基本的な考え方（ＩＲ実施法案 ～立法の
趣旨とは何か）

・国民の懸念を払拭する制度の考え方の基本（公序良俗の保
持、悪組織・反社勢力の排除、地域環境の保全、青少年
への影響の遮断、賭博依存症対応施策等）
・カジノ管理委員会で定めるべき規則の内容とその考え方

・国の規制機関と賭博規制のあり方、複数省庁共管の基本
的考え
・区域指定に関する考え方（国、地方公共団体と民間事業
者の基本的役割と手順、区域指定の基本的な考え方）
・賭博規制の内実（範囲、深さ、難しさと今後の課題）
・カジノ管理委員会と国家公安委員会・警察庁・警視庁・道
府県警察との基本関係と業務のすみわけ

 4 基本的な課題と論点
～様々な疑念・質問・異論に答える～

・新たな賭博法制：何が難しいのか、何が解りづらいのか
・賭博を罰する法益と刑法上の違法性阻却の枠組み（判例、
立法政策の考え方）
・カジノ施行に係る公営施行の法理と厳格な規制・監視に基
づく民設民営施行の法理
・遊技業との関連性、風俗営業適正化法と賭博関連法の差
異、課題とは
・なぜ公施行民委託方式が機能しないのか（旧自民党案の課
題と制度上の整合性、実務的な課題と地方公共団体にとっ
ての法理）
・カジノ特有の慣行を我が国においてどこまで、何を採用すべ
きか、何が課題となるか（税務、会計、実務上の課題はど
こにあるか）
・賭博債務の正当性と民法規定との整合性に関する課題
・金融関連諸法制との整合性にかかる考え方（超党派議連～
金融庁との過去の協議を踏まえたあるべき方向性）
・マネーロンダリング法制の実務的適用に関する考え方
・反社会勢力に対する対応のあり方（現行の甘い制度ではな
い考え方を採用するのはなぜか、より厳格な制度的対応とは
何か）
・立法政策と議員立法（法律のつくり方、行政府との間合い、
実際の法のガバナンスのあり方、政治と行政はどう関わるべ
きか）

新井 健一郎氏
鳥飼総合法律事務所 弁護士

講師

美原　融氏
大阪商業大学・
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FAX 03-6256-7840 ありがとうございました。

受　講　料 （税 込）

お申し込み・お問い合わせ先
日経ビジネススクール事務局

TEL 03-6256-7350 FAX 03-6256-7840
メールでのお問い合わせ：

kensyu@nex.nikkei.co.jp
日経ビジネススクールHP

http://www.nikkei-nbs.com/nbs/
（ＨＰからお申し込みいただけます。また、ユーザー規約、プラ
イバシー・ポリシーについての詳細もＨＰでご覧いただけます。）

講　師　紹　介

お 申 し 込 み に つ い て
下記申込欄に必要事項をご記入の上、FAXでお送り下さい。

後日、受講券と請求書をお送りします。
※セミナーの録音・撮影、講義中の携帯電話やパソコンのご使用などはご遠慮
ください。また会場内は禁煙ですのでご協力をお願いします。

※日時・講師・テーマ・内容・受講料などは、やむを得ず事情により、事前の
告知なしに変更させていただく場合がございます。

※受講料は開催日（受講開始）の前日より数えて3営業日前（土日祝日、年末
年始を除く）の午後3時までにお振り込みください。キャンセルの場合も、
この時間までに下記事務局までご連絡ください。入金を確認後、返金手数料
2,000円（税別）を申し受け返金します。それ以降のキャンセルは受講料を
お返しいたしません。

※主催者、講師等の諸般の事情により開催を中止させていただく場合があります。
受講前に必ず、NBSホームページの規約 http://www.nikkei-nbs.com/
nbs/user/index.html をご一読下さい。

※下記にご記入いただいた情報に不明な箇所があった場合、確認のためにEメー
ル・電話等での連絡をさせていただくことがございます。ご記入いただいた
個人を特定できる情報については、以下の通り利用させていただきます。
（1）お申し込みいただいたセミナーの運営、それに必要な連絡および資料等

の送付
（2）講座開発・サービス向上のための統計用データとして
（3）日本経済新聞社からの各種情報のご案内
なお、（3）に関してご希望の場合は一番下の「郵送での案内」「Eメールでの
案内」の欄をチェックしてお送りください。

※講座定員に達した場合、およびキャンセル待ちについて
お申し込みいただいた時点で本セミナーが満席の場合は、事務局から連絡し
ます。その時点でキャンセル待ちにお申し込みいただくことも可能です。キャ
ンセル待ちは受付順に登録されます。キャンセルが出た場合は事務局から連
絡します。その時点で、改めて受講のご希望を確認させていただきます。セ
ミナー開催前日（土日祝日、年末年始を除く）の午後5時30分までに事務局
から連絡がなければ、キャンセルが出なかったものとお考えください。

会 場 案 内 図
※ セミナー会場は２カ所ございます。お間違えのないようご来場ください。

必要事項をご記入の上、切りとらずA4のままFAXでお送りください。

業　

種

0．製造業－消費財
1．製造業－生産財
2．卸・小売業
3．輸送業
4．外　食

5．ホテル・レジャーサービス
6．金融・保険業
7．建設・不動産
8．コンピューター・情報処理業
9. その他

部　

署

0．総務・庶務
1．人事・労務
2．経理・財務
3．経営企画
4．営業・販売

5．マーケティング
6．広報・宣伝
7．秘　書
8．物流・輸送
9．生産・工場

10．研究開発
11．情報システム
12．国際・貿易
13．法　務
99．その他

役　

職

0．経営幹部
1．監査役
2．部長・支店長
3．課長・係長
4．一　般

5．専門職
9．その他
（個人含む）

日本経済新聞社から各種情報のご案内をお送りします。ご希望の場合は□に 印をご記入ください。… 郵送での案内  ／ Eメールでの案内 
下欄の業種・部署・役職区分の該当する番号に○を付けてください。

※「ＮＢＳ会員制度」の詳細はこちら
http://www.nikkei-nbs.com/nbs/bs_forum/index.html

①日本経済新聞社 日経ビル６階 「日経・大手町セミナールーム １」
（日経カンファレンス＆セミナールーム内）

東京都千代田区大手町１-３-７ 日経ビル６階　TEL 03-3270-0251（代表）
●東京メトロ（地下鉄） 千代田、半蔵門、丸ノ内各線　大手町駅より徒歩５分
 都営三田、東西各線　大手町駅より徒歩９分
 東西線　竹橋駅4番出口より徒歩５分　※出口は上記地図参照。
②丸の内オアゾ（OAZO） 丸善３階 「日経セミナールーム」
東京都千代田区丸の内1-6-4　TEL 03-6256-7352（会場直通）
●東京メトロ（地下鉄） 千代田、東西、半蔵門、都営三田各線、 大手町駅 徒歩5分
●ＪＲ・東京メトロ（地下鉄） 丸の内線、東京駅 徒歩5分　※出口は上記地図を参照下さい。
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フ リ ガ ナ

受講者名

e-mail：

請求書送付先 □ 法人 □　個人
法人にチェックされた場合は、人事部・上司の方からのお
問合せにお答えすることがあります。

フ リ ガ ナ

会 社 名

※正式名称をご記入ください ＮＢＳ会員制度 □　会員 □　非会員
会員でのお申込の場合は、セミナー申込などに関して、御社のＮＢ
Ｓ会員ご担当者からのお問合せにお答えすることがあります。

部署・役職名

会　社
所在地

〒　　　　　　　　　　　　　　住所

TEL. FAX.

通信欄
「日経人材研修フォーラム」受付番号記入欄

2014年3月17日（月）13：30～17：00　【カジノを含む統合型リゾート（ＩＲ）】　CU

一　　 般 28,350円
ＮＢＳ会員 24,150円

大阪商業大学・アミューズメント産業研究所 所長 美原　融氏

1973年一橋大学経済学部卒、三井物産入社。三井物産戦略研究所などを経
て現職。自由民主党「カジノと国際観光を考える議員連盟」アドバイザー、超
党派による国際観光産業推進議員連盟会長を支援する実質的顧問などを歴任。
2001年以降、日本プロジェクト産業協議会・複合観光施設研究会主査として東
京都を始め様々な自治体によるカジノ研究を支援・補佐。ＩＲ・ゲーミング学会
副会長。著書に『日本版カジノ』（共著、東洋経済新報社）など。

鳥飼総合法律事務所 弁護士 新井 健一郎氏

2006年東北大学法科大学院卒、2008年弁護士登録（東京弁護士会）。フロ
ンティア・マネジメント株式会社、代議士政策担当秘書を経て、現在に至る。財
務金融委員会理事柿沼正明事務所顧問。日本プロ野球選手会公認選手代理人。
企業経営、Ｍ＆Ａ、コンプライアンス、ＩＴなどの分野に精通し、カジノに関連
した法務に関しても関わりが深い。


